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京都信用保証協会の代位弁済が５年連続増加
京都信用保証協会が公表した2025年度の事業内容で、承諾先の債務

を肩代わりして金融機関に保証協会が支払う代位弁済という制度を利
用した返済の金額が５年連続して増加した。前年度比13.2％増、金額
にして199億円になった。2013年度以降では最大となった。

＜解説＞代位弁済とは、金融機関が融資先の債務返済が滞り、返済
の見通しが困難となった債務に関し、その債権を信用保証協会に代わ
りに返済を求める制度。つまり、承諾先＝融資先の業績が悪化し、正
常な返済が困難な状況になる。そうなると、金融機関は返済条件の緩
和を行うのが普通。５年返済の期間を10年に延ばしたり、返済金額を
減らすことで返済期間は延びるが、企業の資金繰りは緩和される。一

般に、企業が金融機関から融資を受ける際に、物的担保を提供するか、
あるいは信用保証協会の保証を付ける。そのため、企業は保証協会に保
証料を支払う。保証に関しては何通りかの方式があり、政府保証付きで
は100％保証協会の保証がつく。この場合、仮に返済が停滞し返済不可

能になっても金融機関が融資した金額は全額保証協会が保証し、全額金
融機関が貸し出した債権は保全される。90％、80％というケースもあり、
一般的には80％が普通で金融機関は貸し出した金額の８割は保全され

ていることになる。代位弁済で債権が保証協会に移管されると、債権者は
保証協会になり、企業と保証協会との間で返済に関して交渉が始まる。
代位弁済に移管された債権の返済は、その都度話し合いで決められ、決
まった方式はない。膨大な債務に対して、月額１万円の返済という場合も
あり得る。約定で決められた返済ができないので、延滞に対し法定利息
の14.6％がかかる。期間が長いと延滞利息が膨大になり、一定のまと

まった金額が出来ても延滞利息の支払いは一括になるので、実際には一
括返済は不可能に近い。最終的には債務者の逝去などで相続が発生し
た際に、相続人が相続放棄を行い、相続財産でカバーできない部分は最
終的には国が弁済を代行することになる。代位弁済金額が５年連続増加

しているという事実は、返済がで
きない事業者が増加しているとい
うことの裏返しで、特に中小企業
の資金繰りの悪化を間接的に物
語っているということになる。2020

年のコロナパンデミックの際に実
施された、いわゆるゼロゼロ融資
の返済が現実に始まり、業績の
回復が思わしくない企業の代位
弁済が増加し、さらに中東オイル
ショックが追い打ちをかける。。
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